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２０１６年度中央社保協第５回運営委員会報告  

 

日時 2017年１月11日13時30分～16時30分 

会場 国会 

               出席 33人中 人 

Ⅰ、山口事務局長からこの間の取り組み報告を受け確認した。 

１２月  １日（木） 年金カット法案反対緊急国会行動 

           ＴＰＰ批准阻止座り込み共同行動 

           第４回代表委員会 

     ７日(水)  第 4回運営委員会 

           国会行動 

     ８日(木)  医療・介護大運動交流集会 

           ＴＰＰ批准阻止国会行動 

           年金カット法案反対国会行動 

     ９日(金)  介護なんでも電話相談記者会見 

           滞納・差し押さえ問題学習会(大阪) 

ＴＰＰ批准阻止国会行動 

    １２日(月)  滞納・差し押さえホットライン記者会見 

    １３日(火)  年金カット法案反対国会行動 

    １４日(水)  年金カット法案反対国会行動 

    １６日（金） 会計半期・打ち合わせ 

    １７日（土） 埼玉県社保協第２５回総会 

           第１９２臨時国会閉会 

    ２０日（火） 「税・国保 滞納、差押ホットライン」 

    ２３日（金） 中国ブロック会議 

    ２５日（日） 関東甲ブロック会議 

    ２６日（月） 社保誌春号編集委員会 

    ２７日（火） 全労連・井上事務局長通夜 

２８日（水） 〃告別式 

 １月  ５日（木） 医療会館旗開き 

     ６日（金） 第５回代表委員会 

    １０日（火） 日本医療絵福祉生協連新年交歓会 

    １１日（水） 第６回運営委員会 

           国保部会 

           介護障害者部会 

     

Ⅱ、情勢の特徴について、討議で深めた。 

（１）臨時国会閉会 

国会は、１２月１７日まで会期延長し、ＴＰＰ承認案と関連法案、年金カット法

案、カジノ解禁法案等を強行しました。 
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国会運営を委員会委員長の職権で開催を強行し、「自分の言っていることがわか

らないなら審議する必要はない」などと答弁する安倍首相の暴走ぶりがますます

際立った国会でした。 

予想された来年１月の国会解散は、安倍首相の外遊も予定されてきており、来秋

以降にずれ込む模様です。 

 

（２）２０１７年度予算案～軍事費５．１兆円 ５年連続増 

 安倍内閣は２２日、２０１７年度政府予算案と「税制改正」大綱を閣議決定し

ました。国の基本的な予算規模を示す一般会計の総額は１６年度当初比０・８％

（７３２９億円）増の９７兆４５４７億円と、当初予算としては過去最大になり

ました。社会保障予算は、高齢者を狙い撃ちにして給付減と負担増を押し付けて

います。 

７０歳以上の高額療養費制度の患者負担の上限額を引き上げます。 

７５歳以上の後期高齢者医療制度の所得が比較的低い人の保険料を５割減額す

る特例を２割に縮小。扶養家族だった人の保険料を９割軽減する特例も７割にし

ます。その結果、社会保障予算の自然増は４９９７億円増に抑制されました。 

 
（３）厚労省の医療費の負担増とりまとめと介護保険部会で示された介護保険改

悪案  ※芝田講演概要参照 

 ２０１７年度予算に関する財務省と厚労省の閣僚折衝（１９日）によると、医

療と介護分野において、１８年度以降に実施する新たな負担増や給付削減の検討
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項目について合意しました。 

 ①共通番号（マイナンバー）制度を活用して、預貯金など国民の金融資産を把

握。それをもとに保険料負担に反映させていくことを１８年度末までに検討。介

護の補足給付の打ち切り手法の拡大。 

 ②５００床以上の大病院に導入した紹介状なしの受診に対する定額負担につ

いて、対象病院を拡大することを１７年末までに検討。 

また、「かかりつけ医」以外を受診した場合に窓口負担に加えて１回数百円の定

額負担を導入することを１８年度末までに検討する。 

 ③痛み止めや湿布薬など「市販類似薬」とされる薬剤の自己負担引き上げや保

険給付外しを１８年度末までに検討。 

 ④介護保険では、サービス抑制を狙って、通所介護などその他の給付を“適正

化”するとして、１８年度の報酬改定で給付を見直し、自己負担増や保険外しに

ついて検討することを盛り込む。 

⑤要介護１、２の人に対する生活援助サービスや通所介護などを保険給付から外

し、自治体の総合事業への移行について１９年度末までに結論を出す。 

 ⑥要介護認定の減少、介護給付費削減の成果指標を活用した自治体に対して財

政優遇（インセンティブ）を１８年４月から導入する。 

 

※２０１８年度以降に検討・導入する医療・介護の見直し項目 

・金融資産の保有に応じた負担の見直し 

・紹介状なしの大病院受診時の定額負担の対象病院拡大 

・かかりつけ医以外受診時の定額負担の導入 

・市販類似薬の保険給付見直し 

・通所介護などの保険給付外し 

・要介護１、２の生活援助を総合事業へ移行 

・介護給付費などを削減した自治体への財政優遇 

 

(４) オスプレイ墜落 

１２月１３日夜にオスプレイの辺野古沖への墜落事故が発生し、沖縄県民の 

怒りと米軍への抗議の声が集中しています。 

墜落から中止していた普天間基地配備のＭＶ22オスプレイの飛行を、沖縄米軍は

わずか６日後の１９日に再開。稲田防衛大臣は「理解できる」として容認を表明。

１月６日には、事故の直接的要因となった空中での給油を再開するとしています。 

 名護市の墜落現場には日本の捜査関係者も行政担当者も入れず、事故原因の調

査と発表はアメリカ軍が単独でおこなっています。 

  翁長沖縄県知事は、飛行再開すべきでないと強く求めていたにもかかわらず、

これを無視して飛行再開したこと、これを容認した安倍政権に「法治国家ではな

い」と抗議しています。１２月２２日に開かれた抗議の県民集会には、４２００

人が参加し、暴挙に抗議し、オスプレイ配備の撤回、新たな導入・配備計画と、

日米共用の整備拠点づくりをやめることを要求しました。 
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Ⅲ、以下の課題についての提案を受け、協議し確認した。 

１、医療・介護大運動について 

（１）１２月８日－医療・介護交流集会(ニュース参照) 

〇参加状況－１３中央団体・２２都道府県社保協・事務局計８１人が参加 

〇医療・介護大運動第３次行動要項案、大運動行動アピール⇒５点の運動 

課題を強調）に基づき基調報告。 

大運動行動計画・１万ヶ所学習会集約を要請する。 

○内容 

講演「２０１７年医療・介護改革の行方」（講師・芝田英昭立教大学教授） 

 ⇒概要参照 

 講演・特別報告は、社会保障誌２０１７新春号に掲載（１月１０日発行）    

   

（２）学習資料 

①国保パンフの活用⇒５５０００部完売し、３００００部増刷 

８５０００部中６００４６部を販売（１１月３０日現在） 

新婦人、全生連が全県に連絡文書送付、日本医労連は春闘討論集会で配

布・活用。各地の自治体キャラバンで活用。活用をさらに呼びかける。 

   ②12・8医療介護大運動交流集会の芝田講演・レジメをはじめとした、こ 

の間の学習講演等のレジメ資料、社会保障誌の活用を 

 

（３）介護改善の取り組み 

１）「改悪法案を提出させない」各地の共同の取り組みをさらに広げる 

〇大阪社保協：「軽度者切り捨て先送りの到達点を踏まえ、３割負担・生活 

援助切り下げを阻止するために全力をあげよう」⇒５月：大阪で「介護総 

がかり共同行動」の開催へ 

〇「市民の会」との共同：①通常国会での国会行動 ②これからの介護保険 

制度（地域福祉）について利用者・事業者・自治体等広く市民レベルの「政 

策提言」をまとめ、各党との「政策懇談会」（春～夏）の開催へ一層の協 

力奮闘する 

２）2017年通常国会へのたたかい：介護問題を世論へ、総選挙の争点へ 

①更なる制度改悪阻止へ 

国会議員へ要請を、ファックスや地元事務所訪問を 

衆議院選予定候補者との懇談を 

地域労組や住民運動団体と地域の事業所訪問を（署名のお願いなど） 

②予算案と関連法案が審議される２～３月を国会集中行動月に設定（全日本

民医連・全労連との共同行動） 

〇２月８日（水）15時 20分～  参議院１０７号室集合 

      ※2016全国代表者会議終了後に署名提出・議員要請計画 

〇２月２２日（水）11：00～13：30 

     会場 国会内 
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     目的 全国から介護署名を集中し、介護問題を大きな争点へ 

     内容 学習・交流、国会議員要請 

 ３）介護給付費分科会の委員を講師に学習会開催（３～４月予定） 

４）５～６月議会へ向けて自治体からの「意見書」採択を 

      

（４）医療・国保改善の取り組み 

①国保都道府県単位化運営方針の作成に向けて、保険料の試算、運営協議会の

設置などが進められています。 

①改めて、議論の状況について自治体に要請し、県及び市町村に向けた要請 

書（案）を作成します。 

②設置される運営協議会への公募、傍聴行動を強めます。 

 ③各県の保険料の試算状況について公表を求めます。 

 

※地域の報告参照⇒埼玉、広島県、 

 

②滞納・差押問題～報告一覧を参照 

○全国一斉「国保・税金 滞納・差押ホットライン」 

   中央は、１２月２０日(火) １０時～１８時 全労連会議室で実施。 

   相談員は、全商連、全生連、弁護士、クレサラの会等に要請。 

１３都道府県で実施 

○全商連、全生連に協力を呼びかけ、各地域組織への共同呼びかけと当日の 

中央の行動への相談員の派遣を要請 

生活保護対策全国弁護団会議、クレサラ対策協、同被連協と共同。 

クレサラ対策協から宇都宮弁護士が記者会見、相談員として参加。 

クレサラ被連協から秋山事務局長が参加 

 ○マスコミへの要請 

   １２月９日（金）介護記者会見（厚労省記者クラブ）に同席し投げ入れと 

チラシの配布 

１２月１２日（月）１３時～ 衆議院第二議員会館第５会議室 

クレサラの会との共同で、記者会見実施。 

     １５日（木）厚労省記者クラブ、三田クラブ要請 

      ※ホットライン後、サンデー毎日、朝日新聞、常陽新聞から今後 

の取材の連絡あり。     

  

○今後の相談活動 

東京社保協は、２０１７年２月２６日に実施。（１月１３日に実行委員会） 

山梨県社保協も２月実施で検討中。 

今回の行動で生まれた共同をいかして、定期的な「滞納ホットライン」の開 

催を目指します。 

また、相談活動について、相談課題や実施時期、ネットワークの形成などに 
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ついて、今後検討します。 

③子ども医療費助成への罰則、小学校入学前までを廃止へ～通知文書参照 

 

④通常国会開会中のたたかい 

 自治体からの意見書提出や国会議員要請・ＦＡＸなどに取り組みます。 

 

２、新署名について（別紙参照） 

 今春の通常国会での国民負担増ストップを掲げた、改悪法案阻止の署名は、全

日本民医連作成の署名案を、署名版下としてデータで作成し提供、増刷を呼びか

ける。 

 署名案の内容について、「高齢者の患者負担上限の引き上げ」の部分を「外来」

の場合から「入院＋外来（世帯合算）」の場合の４４４００円⇒５７６００円の

引き上げに訂正し、データを再送。従来の署名も使用可。集約は、通常国会中。 

 

３、当面の宣伝行動・学習宣伝資材について 

 「４」の日宣伝行動 

  ※中央は、巣鴨地蔵通りの「４」の日に合わせて、巣鴨駅前での「４の日 

宣伝」を計画する。 

 １月２４日（火）⇒１２時－１３時 巣鴨駅前 

２月１４日（火）⇒１２時－１３時 巣鴨駅前 

３月１４日（火）⇒１２時－１３時 巣鴨駅前 

※学習リーフ・資料、署名ハガキ付ポケットティッシュ等の作成を検討 

 

４、国会行動・共同行動等について 

 ①通常国会開会は、１月２０日。 

国会開会日行動は、総がかり行動実行委員会の開会日行動に結集します。 

  定例の国会行動（社保協、国民大運動、安保破棄中央実行委）は２月１日 

（水）に第一回行動日を予定し、以下、第一、第三水曜日となります。 

  予算審議の動向に合わせて、３月の第５週（２９日）にも行動を予定します。 

 ②予算案審議と合わせ、国会前半の議員要請行動（厚労委員、地元選出議員） 

  が重要になります。 

  署名提出行動・院内集会を、全労連、全日本民医連と共同して取り組みます。 

  ２月８日、２月２２日を予定します。 

行動では、「社会保障は国の責任です」署名、介護緊急署名を提出します。 

集約した署名を中央社保協へ郵送か、可能な方は当日の行動に持参ください。 

  また、共同行動の一層の推進のため、国会行動をはじめとした宣伝行動、国 

民集会等の調整、実施について臨時国会で共同した三者（社保協、国民大運 

動、安保破棄中央実行委）、消費税廃止各界連、食健連と引き続き検討。 

 ③市民連合、「９の日」「１９日」行動等の予定は以下の通りです。 

〇２月の「9の日」行動  
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日時：2月 9日（木）12:00～13:00 

場所：ＪＲ「新宿駅」西口 

主催：憲法共同センター、東京憲法共同センター  

〇１月の「19日」行動   

名称：安倍政権の暴走止めよう！自衛隊は撤退せよ！ 1・19国会議員 

会館前行動（仮称） 

日時：１月 19日（木）18:30～19:30 

場所：憲法共同センターは国会図書館前に集合 

主催／戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会 

〇2月の「19日」行動 

名称：安倍政権の暴走止めよう！戦争法廃止、沖縄問題、貧困と格差～一

大政治キャンペーン運動を(仮称) 

日時：２月 19日（日）午後予定 

場所：東京・日比谷野外音楽堂 

主催／戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会 

〇安倍政権 NO！＋野党共闘☆0114大行進 in渋谷  

名称：安倍政権 NO！＋野党共闘☆0114大行進 in渋谷 

日時：1月 14日（土）13：15～ 

      集会 13:15～14:00／デモ出発 14:00～15:30頃終了予定 

場所：代々木公園けやき並木（渋谷、ＮＨＫ側） 

主催：安倍政権 NO！☆ 実行委員会 

 

５、２０１６年度全国代表者会議について 

  国会では、２０１７年度予算案が審議され、そのなかで後期高齢者の保険料 

軽減特例の見直し、高齢者の高額療養費制度の見直しなどの負担増がねらわれ 

ています。介護は、４０～６４歳の介護保険料に「総報酬割」を導入、利用者 

負担の在り方を見直し自己負担の３割引き上げなどの法案提出がねらわれてい 

ます。全国代表者会議は、国会の動向に合わせて、国会議員要請行動を全日本 

民医連、全労連と共同して取り組む 

＜タイムスケジュール＞ 

  日時 ２０１７年２月８日（水）１１時～１６時半（予定） 

会場 衆議院第二議員会館多目的会議室 

  内容  １０時３０分 入館証配布 受付 

１１時    開会 

      １１時０５分 国会情勢報告 

      １１時１５分 来賓あいさつ(国民大運動実行委、安保破棄中央委) 

      １１時２５分 基調報告 

      １２時１５分 昼食休憩（４５分） 

１３時００分 連帯あいさつ（サンデー毎日・藤後記者に依頼中） 

   ３０分 討論 
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      １５時００分 まとめ 

         １０分 アピール採択 

         １５分 閉会 

         ２０分 国会議員要請 

      １６時３０分 解散 

 

＜基調報告案＞本日の第１回論議を経て１月１７日代表委員会、２月１日第６回

運営委員会で確認。 

 

Ⅳ、当面の日程・内容を確認し、参加をよびかけた。 

  １月１２日（木） 北海道・東北ブロック会議 

           全労連旗開き 

    １３日（金） 東京社保協電話相談員学習会 

           全労連・国会行動打ち合わせ 

    １４日（土） 安倍政権 NO！＋野党共闘☆0114大行進 in渋谷 

    １６日（月） 農民連レセプション 

    １７日（火） 第６回代表委員会 

    １９日（木） 東海ブロック会議 

    ２０日（金） 第１９３通常国会開会 

           〃開会日行動 

    ２２日（日） 介護をよくする東京の会総会・学習会 

    ２４日（火） 医療団体連連絡会議代表者会議 

    ２５日（水） 全労連社保闘争本部 

    ２７日（金） 九州ブロック会議 

    ２９日（日） 近畿ブロック交流集会 

  ２月 １日（水） 第６回運営委員会 

           国会行動・国会前集会 

 

最後に第６回運営委員会、部会の日程を確認して終了した。 

 日時 ２月１日（水）１３時半～ 衆議院第二議員会館会議室 

        ※１２時１５分からの国会前集会からご参加ください。 

        ※入館証は、１２時５０分から配布します。 
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主催 都民要求実現全都連絡会（都民連）・革新都政をつくる会 
ＴＥＬ ： 03-5395-3171 
ＦＡＸ ： 03-5395-3240 

E-mail : pc008@chihyo.jp 

 

 都民のつよい願いである、都政の透明

化、築地市場の豊洲移転の抜本的再検

討や五輪の経費削減を、都民合意で進

めることが重要課題となっています。こう

したなか、1月 25日 にも 2017年度東京

都予算原案が公表されます。貧しい社

会保障制度や労働法制、中小企業支援

策のもとで苦しんでいる都民のくらし、福

祉、営業を守るために、都民要望に応え

る都政へと前進させなければなりませ

ん。 

今回は予算原案の中身をしっかり学

びます。ぜひご参加ください。 

講 師 

東京都議会議員 

曽根はじめさん 

（日本共産党都議団） 

 

じかん 13：30～14：30 

ところ 東京労働会館５階 
東京地評会議室 
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２０１７年１月１３日 

 

第３７回２０２０オリンピック・パラリンピックを考える都民の会運営委員会報告 

 

出席＝會澤立示（革新都政の会）、市川隆夫（臨海都民連）、市橋博（障都連）、小林良雄（新建）、 

鎌田建（東京地評）、椎橋みさ子（東京自治労連）、末延渥史（個人）、寺川慎二（社保協） 

宮内泰明、和食昭夫、萩原純一（スポーツ連盟）  

 

１ １２月１９日以後の都民の会の活動とオリパラの動き 

  ＊１２月２１日 オリパラ特別委員会（１３時～） 

  ＊１月１２日 ゴルフ会場で見直し論（東京新聞） 

 ●３施設が元の計画通りとなった。４０７億円縮減した成果が評価されているが、ゼネコンとは、既 

に契約済みだから、ゼネコンとの契約をやり直さない限り、実施的には縮減されないのではないか。 

●１兆８０００億円と公表されたが、組織委員会関係では、５０００億円の収支予算であるから、残 

る１兆３０００億円をどのような配分になるのか重大問題だ。 

 ●ＩＯＣ負担金が８５０億円となっているが、ＩＯＣにもっと負担させるべきだ。 

 ●収入財源を増やす方策を具体的に、提起をしなければならない。 

 ●今になってゴルフ競技会場が問題になっているが、もともと会員制のゴルフクラブを利用すること 

  に問題があったのではないか。 

 ●収入を増やすといえば、選手村用地を１０００億円も東京都が損をして売却することをやめさせる 

  べきだし、これからも用地を破格の安値でゼネコンに売り渡す可能性もある。 

 

２ 第４回競技施設視察ツアー開催 

  ＊期 日：２０１７年２月２６日 

  ＊集 合：９：００千駄ヶ谷駅                       

＊チラシ参照 

＊参加組織：スポーツ連盟 8、自由法曹団 3、臨海都民連 5、革新都政の会 2、新建 3、社保協 2 

地評 2、自治労連 5、民医連 2、都議団 2、障都連 2、その他 5   合計４４人、 

＊案内係 

＊必要備品：ハンドマイク、参加費回収袋、競技場整備の資料、 

 ●チラシを１０００枚印刷したが、申込書がついている最終原稿ではなかったので、改めてメールで、

各組織にメール添付して活用してもらうことにする。 

 ●昼食代１５００円は、参加費と別途料金となるので、間違えないようにすべきだ。 

 ●参加費は、できるだけ事前に集金しておいたほうが良いので、各組織で取りまとめをお願いする。 

  就職代金は、バスの中で集めることとする。昼食持参の人もいるので、参加費とは別々に集めなけ 

ればならない。 

 ●社保協、自治労連、地評、民医連は、相談会が同日にあるので、参加が難しい。 

 ●当日、東京マラソンが開催されるので、道路事情を事前につかんでおく必要がある。 

 ●参加者を早めに募ってください。申込用紙をスポーツ連盟までＦＡＸしてください。 

 

３ 大会経費１兆８０００億円の大会経費 

＊東京都、組織委員会、ＩＯＣ、文科省とどのように振り分けるのか。 

＊どのように縮減させるか。 

＊立候補ファイル時点の予算（試算）をもとに現時点でどのように変化しているか。表をもとに 

 組織委員会に確認をする。（組織委員会からの資料） 

 ●公表された試算では、詳細な内訳が見えるように要請する必要がある。そのうえで、縮減策を具体 

的に提起するようにしたい。 

 ●ＩＯＣに対して、負担金を増額させることも重要だ。 

 ●東京都が１兆円を超えて負担することになれば、都民生活に多大な影響が出てくる。その点を、東 

京都に正したい。 

 ●組織委員会に面談を申し入れたい。 
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４ ＩＯＣとの面談要請 

  ＊英文の要請文をマークアダムスに、送信した。 

  ＊２月～３月に来日予定で、その時に面談が可能である旨、返信があった。 

＊アジェンダ２０２０に照らして、２兆円の大会経費は大きな問題を含んでいる。ＩＯＣとしても 

 大会経費を１兆円以下に抑える方策を考えるべきである。 

＊オリンピズムの根本原則を前面に押し出し、国民のスポーツ環境を整えることへのアプローチが 

必要である。日本では、メダル競争だけがクローズアップされていて、歪んだオリンピックにな 

ってしまうのではないかと懸念がある。 

  ＊オリンピックの開催時期は、本来、開催都市の気候に合わせて、最適な気象条件の中で、大会が 

行われるべきで、米国の放映権料に頼って、米国主導で開催期間が決められるのは、オリンピッ 

クとして本来的な姿ではない。２０２０年以降もオリンピックムーブメントを持続させるときに、 

重要な要素となる。２０２０年の開催時期は、最も劣悪な気象条件であり、過酷な中での大会に 

なることを私たちは、強く懸念している。 

 ●ＩＯＣとの面談がいつ決まっても対応できるように、要請する内容の翻訳を早くに進める。 

 ●事務局で、要請文を煮詰めて提案できるようにしてほしい。 

 ●ＩＯＣが負担金を増額するように、要請する。 

 ●２０２０年に、これほど多額の経費をかけては、その後の五輪の開催ができなくなる。その意味で、 

  立候補時点の予算７３４０億円に近づける努力を養成する。 

  

５ その他 

  ＊スポーツイベント会場前で、ビラ配りをして２兆円を告発する。 

  ＊ 

 ●別途、都民の会の一年間の決算書が提案された。分担金の納入促進をお願いいたします。 

 

 

次回オリパラ都民の会運営委員会 

２０１７年 ２月１７日（金）１０時００分より 東京労働会館 ５階 会議室   
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セルフメディケーション（自主服薬）推進のためのスイッチOTC薬控除（医療費控除の特例）の創設                    
（所得税、個人住民税） 

 
 

 適切な健康管理の下で医療用医薬品からの代替を進める観点から、健康の維持増進及び疾病の予防への取組として一
定の取組（※１）を行う個人が、平成29年１月１日から平成33年12月31日までの間に、自己又は自己と生計を一に
する配偶者その他の親族に係る一定のスイッチＯＴＣ医薬品（※２）の購入の対価を支払った場合において、その年中
に支払ったその対価の額の合計額が１万２千円を超えるときは、その超える部分の金額（その金額が８万８千円を超え
る場合には、８万８千円）について、その年分の総所得金額等から控除する。 
（※１）特定健康診査、予防接種、定期健康診断、健康診査、がん検診 
（※２）要指導医薬品及び一般用医薬品のうち、医療用から転用された医薬品 
   （類似の医療用医薬品が医療保険給付の対象外のものを除く。） 
      本特例の適用を受ける場合には、現行の医療費控除の適用を受けることができない。 

 
 

■対象となる医薬品（医療用から転用された医薬品：スイッチOTC医薬品）について 
  

 ○ スイッチOTC医薬品の成分数：82（平成27年12月１日時点） 
   － 対象となる医薬品の薬効の例：かぜ薬、胃腸薬、鼻炎用内服薬、水虫･たむし用薬 、肩こり･腰痛･関節痛の貼付薬 
      （注）上記薬効の医薬品の全てが対象となるわけではない 
   － 具体的な対象医薬品の範囲等は、税制改正法案成立後、関係者と協力して周知を行っていく。 
 

１．大綱の概要 

２．制度の内容 

 
 

○ 課税所得400万円の者が、対象医薬品を年間20,000円購入した場合（生計を一にする配偶者その他の親族の分も含む） 

本特例措置を利用する時のイメージ 

○ 8,000円が課税所得から控除される 
   （対象医薬品の購入金額：20,000円－下限額：12,000円＝8,000円） 
 

○ 減税額 
  

  ・所得税：1,600円の減税効果（控除額：8,000円×所得税率：20％＝1,600円） 

  ・個人住民税：800円の減税効果（控除額：8,000円×個人住民税率：10％＝800円） 

20,000円 
（対象医薬品の購入金額） 

12,000円 
（下限額） 

※セルフメディケーションは、世界保健機関（ＷＨＯ）において、「自分自身の健康に責任を持ち、軽度な身体の不調は自分で手当てすること」と定義されている。 

（注） 
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現在

回答日 種別 回答日 種別 回答日 種別

01 千代田区 12/8 ○ 24 八 王 子 市 12/15 ○ 50 瑞 穂 町

02 中 央 区 1/6 ○ 25 立 川 市 12/9 ○ 51 日の出町 12/8 ○

03 港 区 26 武 蔵 野 市 12/9 ○ 52 檜 原 村 12/6 ○

04 新 宿 区 12/9 ○ 27 三 鷹 市 1/19 ○ 53 奥多摩町 12/9 ○

05 文 京 区 12/30 ○ 28 青 梅 市 12/9 ○ 54 大 島 町 12/8 ○

06 台 東 区 12/8 ○ 29 府 中 市 12/6 ○ 55 利 島 村

07 墨 田 区 12/9 ○ 30 昭 島 市 12/6 ○ 56 新 島 村

08 江 東 区 12/16 ○ 31 調 布 市 12/9 ○ 57 神津島村

09 品 川 区 12/9 ○ 32 町 田 市 12/9 ○ 58 三 宅 村

10 目 黒 区 12/8 ○ 33 小 金 井 市 12/20 ○ 59 御蔵島村

11 大 田 区 12/7 ○ 34 小 平 市 12/10 ○ 60 八 丈 町 12/5 ○

12 世田谷区 12/9 ○ 35 日 野 市 12/1 ○ 61 青ヶ島村

13 渋 谷 区 1/25 ○ 36 東 村 山 市 12/9 ◎ 62 小笠原村

14 中 野 区 12/9 ○ 37 国 分 寺 市 12/14 ○

15 杉 並 区 12/9 ○ 38 国 立 市 12/9 ○

16 豊 島 区 12/9 ○ 39 福 生 市 12/9 ○ 23区メール 21

17 北 区 12/9 ○ 40 狛 江 市 23区郵送 0

18 荒 川 区 41 東 大 和 市 12/9 ○ 26市メール 23

19 板 橋 区 12/8 ○ 42 清 瀬 市 12/12 ◎ 26市郵送 2

20 練 馬 区 12/8 ○ 43 東久留米市 12/9 ○ 町村メール 5

21 足 立 区 12/16 ○ 44 武蔵村山市 12/22 ○ 町村郵送 0

22 葛 飾 区 12/8 ○ 45 多 摩 市 12/9 ○ 合計

23 江戸川区 12/12 ○ 46 稲 城 市 12/2 ○ ２３区中 21

47 羽 村 市 12/6 ○ ２６市中 25

48 あ き る野市 12/5 ○ 13町村中 5

49 西 東 京 市 12/8 ○ 合計 51

◎＝郵送で発送

○=メールで発送

2016年自治体アンケート回答状況

2017年1月25日

区名 市町村名 町村名
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東京都知事 小池 百合子 殿               ２０１６年12月１日 

         要請団体 東京社会保障推進協議会 

会長  竹崎 三立 

         東京都豊島区南大塚2-33-10東京労働会館６階 

                       電話（5395）3165・ＦＡＸ（3946）6823 

都民のいのちとくらしを守り都民要求の実現を求める要請書  

都民のいのちとくらしを守るための日頃からのご尽力に敬意を表します。 

医療・介護の充実、子育て施策の拡充など社会福祉に対する都民要求は切実です。福祉、医療、保健、教

育、雇用、子育て、高齢者・障害者福祉などを充実し、憲法を尊重する都政運営で安全・安心の東京へ、自治

体本来の役割を発揮されますよう以下の事項を要請いたします。 

【要請項目】 

１、子ども医療費の助成を18歳まで引き上げて下さい。 

２、区市町村国保における18歳までの子どもの均等割軽減の助成制度を創設し、同時に国保組合加

入の子どもの保険料に対する軽減措置も行ってください。 

３、2014年４月より新たに70歳に到達した方々の医療費窓口負担が２割となりました。東京都とし

て負担増部分を助成する制度を創設してください。 

４、都内での放射線量測定箇所を増やし、都内全体を網羅し測定結果を広く公開してください。汚

染箇所は、東京都の責任で速やかに除染してください。 

５、東京都防災計画の基本理念は、自助を強調し「自己責任」を優先させています。東京都の役割

と責任を明確にしたものにしてください。 

６、公共施設の耐震化をすすめると同時に、耐震診断および改修工事の助成制度を全都に拡充して

ください。 

７、国民健康保険料（税）、後期高齢者医療保険料の引き下げへ東京都の更なる財政支援をおこなっ

てください。 

８、児童手当や年金の差押えなど、「差押え禁止債権」にまでおよぶ違法な差押えが頻発していま

す。都として即刻中止するように全自治体への指導を行ってください。 

９、看護師養成の充実を図るため、看護学校の定員増、学校の増設をしてください。 

10、シルバーパスを利用できる交通機関を増やしてください。３千円、５千円などの区分を加え、

低中所得者が利用しやすいようにしてください。 

11、介護職員処遇改善のため、介護事業所への人件費補助や研修費補助など東京都の独自の財政支

援を行って下さい。 

12、「障害者権利条約」の批准・発効に相応しく障害者が安心して生活ができるように東京都独自施
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策を継続・拡充してください。あわせて都における障害者雇用の促進を図ってください。 

13、「長期ビジョン」で掲げられた保育園の待機児解消、特別養護老人ホーム増設について、早期に

実現し、待機者・児解消を早急に行ってください。 

14、大気汚染医療費助成制度は「都の負担分を恒久的に維持する」とともに、国に「新しい救済制

度」の創設を求める実効ある行動を直ちにおこなってください。 

15、餓死・孤立死を防ぐため、各自治体の施策を充実させるよう援助し、東京都としての対策を拡

充して下さい。 

16、生活保護の申請にあたっては、従来通り「口頭での申請」も受付、受付時に要否判定のための

資料提出を強要することがないように関係部署への指導を徹底してください。 

17、生活保護基準の引き下げに伴い、特に、就学援助から外された家庭の実態調査を行い、結果を

公表するとともに就学援助から外された家庭の救済を行うように自治体への指導、都としての手

立てを講じてください。 

18、東日本大震災に伴う東京在住の東日本大震災被災者への減免を東京都として継続してくださ

い。 

19、築地市場の移転問題については、十分に情報公開し、安全性やふくれあがった経費の見直しな

どについて、都民・市場関係者が納得できるように抜本的検討を行い、移転中止を含め最善の解

決方法を図ってください。 

【国及び関係機関への要請、意見書提出】 

1、子ども医療費助成、国保における子どもの均等割軽減制度を国の制度として創設するよう働きか

けてください。（全国知事会を通じての要請だけでなく、都独自にも要望してください） 

２、「集団的自衛権」行使を具体化する安全保障関連法（戦争法）を廃止するよう、国に働きかけて

ください。 

３、国民の知る権利を侵害する「特定秘密保護法」の廃棄を国に求めてください。 

４、横田基地へのＣＶ２２オスプレイ配備に反対してください。 

５、「基本合意」を遵守し、「骨格提言」に基づく「障害者総合福祉法」の制定をはかることを引き

続き国に要望してください。 

６、生活保護制度の削減・改悪をやめるよう国に要望してください。 

７、東日本大震災に伴う国民健康保険料（税）、後期高齢者医療保険料、介護保険料及び一部負担

金・利用料の減免措置に対する国の財政援助は、8割でなく10割援助に戻すように働きかけてくだ

さい。 

８、「医療・介護総合法」「医療保険制度関連法」の廃棄を国に要望してください。 

９、年金を自動的に引き下げる「マクロ経済スライド」の廃止、最低保障年金制度の確立を国に要

望してください。 

10、国民的護論が不十分なままＴＰＰ承認案、関連法案は廃案にするよう国に要望してください。 
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